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地域農業の振興と持続可能な農業、地域共生の未来づくりへ向けて
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 本店・支店
本店(代表)・・・・・・・・・・・・・・・・0795-42-5141
社支店・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・0795-42-2016
滝野支店・・・・・・・・・・・・・・・・・・・0795-48-3141
東条支店・・・・・・・・・・・・・・・・・・・0795-47-1155
三木支店・・・・・・・・・・・・・・・・・・・0794-82-3000
えびす駅前店・・・・・・・・・・・・・・0794-86-6277
別所支店・・・・・・・・・・・・・・・・・・・0794-82-2015
吉川支店・・・・・・・・・・・・・・・・・・・0794-72-0005
西脇支店・・・・・・・・・・・・・・・・・・・0795-22-6168
重春支店・・・・・・・・・・・・・・・・・・・0795-22-2048
黒田庄支店・・・・・・・・・・・・・・・・0795-28-2111
中町支店・・・・・・・・・・・・・・・・・・・0795-32-2233
加美支店・・・・・・・・・・・・・・・・・・・0795-35-0180
八千代支店・・・・・・・・・・・・・・・・0795-37-0350

 営農・生活施設
三木営農経済センター・・・・・0794-83-3113
吉川営農経済センター・・・・・0794-72-0280
加東営農経済センター・・・・・0795-40-0050
東条営農経済センター・・・・・0795-47-1191
西脇営農経済センター・・・・・0795-22-5955
多可営農経済センター・・・・・0795-32-2235
東条吉川農機センター・・・・・0795-47-1515
貝原農機センター・・・・・・・・・・0795-42-0515
北はりま農機センター・・・・・0795-28-5111
加美農機センター・・・・・・・・・・0795-35-1153
西脇市土づくりセンター・・・0795-28-5535
ふれすこ社店・・・・・・・・・・・・・・・0795-43-8318
ふれすこ西脇店・・・・・・・・・・・・0795-23-8318
道の駅みき直売所・・・・・・・・・・0794-86-7010

特産開発センター・・・・・・・・・・0795-28-5155
黒田庄和牛直売店（エーコープ桜丘店内）・・ 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・0795-28-4445
養鶏事業所・・・・・・・・・・・・・・・・0795-35-1026
加東ケアセンター・・・・・・・・・・0795-42-4583
西脇ケアセンター・・・・・・・・・・0795-22-2711
マイハウスみのり・・・・・・・・・・・0795-48-0600
東条自動車センター・・・・・・・0795-46-1266
旅行センター・・・・・・・・・・・・・・・0795-42-5400

 子会社
みのり協同産業(株)・・・・・・・0795-43-8201
(株)援農みのり・・・・・・・・・・・・0795-40-0150

 緊急時の連絡先（24時間対応）
●通帳、キャッシュカード等の紛失
JAバンクキャッシュカード
紛失共同受付センター・・・・・0120-689-801
●JAカードの紛失
NICOS盗難紛失受付センター・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・0120-159-674
●交通事故 ※
JA共済事故受付センター・・・・・0120-258-931
●車両の故障等応急対応 ※
JA共済サポートセンター・・・・・0120-063-931
※JA自動車共済ご加入の方のみ対象。
●葬祭
みのり祭典・・・・・・・・・・・・・・・・・0120-94-1122
みのり祭典多可出張所・・・・・0120-85-4888

https://www.ja-minori.jp/

地域・人・くらしの未来づくり（ゆたかなみのり）を目指します

JAみのりの経営理念

田植えレポート ５月末から６月にかけて、みのりエリアの各地で
田植えイベントが行われました。

5月27日

6月14日

6月4日 6月10日

6月16日

西脇市蒲江

加東市出水 西脇市落方町

6月20日

多可町中区東安田

多可町中区坂本

6月10日

多可町八千代区中野間

6月12日

三木市吉川町南豊岡 多可町中区岸上

三木市吉川町市野瀬 加東市岡本

6月18日

青年部西脇支部×西脇小学校田植え体験

㈱ワールド・ワン×ＪＡ全農兵庫×ＪＡみのり 白鶴酒造㈱新人研修で田植え体験 芳田小学校手植えにチャレンジ

白鷹禄水苑の「日本酒文化アカデミー」 東条学園小中学校の5年生が手植えに挑戦

6月12日

㈱枡田酒造店が地元生産者と交流 「登紀子の田んぼ」で手植えを満喫 櫻正宗㈱が田植えで交流 秋田県酒造組合が中区で手植え
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組合員の皆さまへ

第22回通常総代会議案

　平素は、JAみのりの事業運営に格別のご理解とご協力を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、新型コロナウイルスの感染拡大とロシアのウクライナ侵攻の影響により、原油や原材料価
格の高騰に加え、円安の進行で国内経済のインフレ圧力が高まっています。農業面においても燃
油、肥料、飼料など生産資材価格が高騰し、農業経営の厳しさが増大しています。
　JAの規制改革をめぐる情勢については、令和３年６月に「規制改革実施計画」が閣議決定さ
れ、事実上の決着を見ました。同計画では、JAが組合員との対話を通じて改革を続ける「自己改革
実践サイクル」の構築が明記され、その実践を支えるための持続可能な経営基盤の確立・強化が
求められています。
　令和４年度も引き続き厳しい環境下での事業活動となりますが、第８次３カ年中期経営計画お
よび第７次営農振興計画の初年度として、新たなステージで組合運動を推進できる人づくりに取り
組み、「不断の自己改革」を実践しながら、組合員の皆さまとともに展開してまいりたいと考えます。
　今後とも、「協同の心」をもってより一層力強いご支援を賜りますようお願い申し上げ、ごあいさつ
とさせていただきます。

新役員の役職と所属委員会

　第22回通常総代会を6月25日、加東市のやしろ国際学習塾で行いました。総代470人出席（書面議決を含む）のもと、
第8次3カ年中期経営計画や第７次営農振興計画の設定など8議案が審議され、全て原案通り承認されました。

自己資本比率

16.14�

組合員数

36,806人
出資金

42億6,474万円

第1号議案：
第2号議案：
第3号議案：
第4号議案：
第5号議案：
第6号議案：
第7号議案：
　　　　　
第8号議案：

令和３年度事業報告及び剰余金処分案の承認について
第8次3カ年中期経営計画の設定並びに第7次営農振興計画について
令和４年度事業計画の設定について
定款の変更について
役員の選任について
令和４年度理事及び監事の報酬について
退任理事及び監事に対する退職慰労金の支給及び記念品の贈呈
並びに役員退職慰労引当金の取り崩しについて
附帯決議

令和3年度貸借対照表、損益計算書及び注記表について
ＪＡバンク基本方針の変更について

報告事項

1

2

事業報告（令和4年3月31日現在）

代表理事組合長

 神澤 友重

ＪＡみのり第22回通常総代会

監事会

代表監事 藤原 政明
監　　事 土井 良和
監　　事 齋藤 篤
員外監事 林 善一

常勤監事
藤本 滝彦
前職

常勤監事

金融共済委員会

委  員  長 棚倉 修規
副委員長 福岡 弘美
委　　員 五百蔵 克三
委　　員 平川 嘉一郎
委　　員 藤原 久和
委　　員 村上 康人

金融・共済担当常務理事
谷位 勉
前職

みのり農協職員

総務委員会

委  員  長 廣畑 雅弘
副委員長 藤川 和義
委　　員 小山 次郎
委　　員 前田 恵一
委　　員 畑谷 紀美子
委　　員 川口 安太郎
委　　員 仲田 仁久

総務担当常務理事
常深 正和
前職

金融・共済担当常務理事

代表理事専務
竹内 千博
前職

営農・経済担当常務理事

営農経済委員会

委  員  長 戸田 惠造
副委員長 松本 安弘
委　　員 小藤 義勝
委　　員 清原 義雄
委　　員 宮崎 吉実
委　　員 宮崎 八千代
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［損益計算書］

［貸借対照表］

［剰余金処分額］

科目 総利益費用収益
信用事業
共済事業
購買事業
販売事業
保管事業
加工事業
利用事業
旅行事業
高齢者福祉事業
特産開発事業
養鶏事業
農業経営事業
その他事業
指導事業
事業総利益

3,049
1,135
436
235
28
0

197
2

125
80
81
10
0

△ 41
5,342

543
73

1,467
29
32
0

442
0
89
271
719
45
0
61

3,593
1,208
1,904
265
61
1

640
2

214
351
801
56
0
19

科目
資産

金額
信用事業資産
共済事業資産
経済事業資産
雑資産
固定資産
外部出資
前払年金費用
繰延税金資産
資産合計

469,291
17

4,625
568

4,700
26,817

63
176

506,262

科目
負債及び純資産

金額
信用事業負債
共済事業負債
経済事業負債
設備借入金
雑負債
諸引当金
負債合計
組合員資本
評価・換算差額等
純資産合計
負債及び純資産の合計

471,019
776

2,787
157
682
365

475,789
30,477
△ 4

30,473
506,262

（単位：百万円）

科目 金額
事業管理費 
事業利益 
　事業外収益
　事業外費用
経常利益 
　特別利益
　特別損失
税引前当期利益 
　法人税・住民税等
　法人税等調整額
法人税等合計 
当期剰余金 
当期首繰越剰余金 
目的積立金取り崩し 
当期未処分剰余金 

4,267
1,075
453
21

1,506
28
113

1,421
366
△ 6
359
1,061
438
47

1,548

（単位：百万円）
令和4年3月31日現在

令和3年度

令和3年4月1日から
令和4年3月31日まで

科目 金額
Ⅰ当期未処分剰余金
Ⅱ合併記念事業積立金取崩額   
Ⅲ剰余金処分額   
　１．利益準備金  
　２．任意積立金  
 信用事業基盤強化積立金
 施設整備積立金
 地域振興・活性化積立金
 営農利用施設整備積立金
 記念事業積立金
 災害等対策積立金
 農業支援積立金
 経営基盤強化積立金
　３．出資配当金  
Ⅳ次期繰越剰余金   

1,548
19

1,169
220
843
250
150
25
100
10
88
20
200
106
397

（単位：百万円）

※記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

組合員・利用者や地域住民にとってなくてはならない組織であり続けるため、
昨年度のさまざまな活動内容と今年度の事業方針を報告します。

各地区総代からの
主な意見、

質問に対する回答

Q

　

地
域
の
高
齢
化
に
対
し
て
営
農
振
興
計

画
で
は
、「
地
域
に
寄
り
添
っ
た
営
農
指
導

活
動
」と
し
て《
人
・
農
地
プ
ラ
ン
の
策
定

や
集
落
営
農
の
組
織
化
、法
人
化
を
地
域

と
と
も
に
考
え
支
援
す
る
》と
あ
り
ま
す
。

具
体
的
に
は
ど
う
い
っ
た
こ
と
を
考
え
て

い
る
の
か
教
え
て
く
だ
さ
い
。

A

　

集
落
で
お
困
り
の
こ
と
が
あ
れ
ば
ま
ず
は

ご
相
談
く
だ
さ
い
。人・農
地
プ
ラ
ン
等
の
高

齢
化
に
伴
う
対
策
は
Ｊ
Ａ
だ
け
で
進
め
て
行

け
る
も
の
で
は
な
く
、行
政
や
普
及
セ
ン

タ
ー
等
の
関
係
機
関
と
連
携
し
て
、地
域
の

皆
さ
ま
と
と
も
に
考
え
て
行
か
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
も
の
だ
と
思
っ
て
い
ま
す
。相
談
を

受
け
る
体
制
を
整
え
ま
す
。

A Q
　

営
農
振
興
計
画
に
掲
げ
る「
振
興
作

物
拡
大
に
対
応
す
る
集
荷
・
加
工
設
備
の

対
応
」に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い
。

　

管
内
で
は
黒
大
豆
、タ
マ
ネ
ギ
の
生
産
が
拡
大

し
て
い
ま
す
が
、選
別
作
業
等
が
地
域
に
よ
り
バ

ラ
つ
い
て
い
ま
す
。今
後
の
面
積
拡
大
や
有
利
販

売
に
繋
げ
る
統
一し
た
選
別
も
考
え
て
い
か
な
い

と
い
け
な
い
こ
と
か
ら
、こ
の
3
カ
年
で
施
設
の
導

入
に
向
け
た
検
討
に
入
り
ま
す
。ま
た
、そ
の
他

の
振
興
作
物
に
つい
て
も
幅
広
く
検
討
し
ま
す
。

Q
　

主
食
用
米
が
新
品
種
に
代
わ
る
と
い
う

事
で
す
が
、ど
の
よ
う
な
品
種
で
す
か
。

A
　

近
年
、高
温
障
害
に
よ
る
品
質
の
低
下
と

い
っ
た
問
題
が
発
生
し
て
い
る
た
め
、県
と
Ｊ
Ａ

が
協
力
し
て
高
温
耐
性
を
持
っ
た
早
生
品
種

の
開
発
を
進
め
て
き
ま
し
た
。Ｊ
Ａ
み
の
り
も

県
の
開
発
に
合
わ
せ
て
、導
入
に
向
け
た
準
備

を
進
め
ま
す
。 

QA
　

生
産
資
材
の
高
騰
に
対
し
て
、Ｊ
Ａ

か
ら
の
支
援
策
は
あ
り
ま
せ
ん
か
。

　

こ
の
度
の
生
産
資
材
の
高
騰
は一
時
的
な
も

の
で
は
な
く
、長
期
化
が
懸
念
さ
れ
る
こ
と
か

ら
、ま
ず
は
、5
年
産
用
生
産
資
材
の
確
保
に
向

け
て
し
っ
か
り
と
対
応
し
て
い
き
ま
す
。そ
の
上

で
、Ｊ
Ａ
グ
ル
ー
プ
と
し
て
国
に
高
騰
対
策
の
要

請
を
行
っ
て
お
り
ま
す
。国
の
高
騰
対
策
と
併
せ

て
ト
ー
タ
ル
的
な
支
援
策
を
検
討
し
ま
す
。

令和3年度活動内容
　肥料・農薬の値上げ幅を抑制するために、早期予約取りまと
めを実施し、「集落営農等担い手助成」・「大口利用者助成」及
び「良質米生産助成」を継続しました。農機では、各農機セン
ターと営農経済センター合同による展示会や、雑草対策の省力
化を目的とした実演会を開催しました。

4年度の方針
　肥料・農薬、生産資材の価格対策として、担い手農業者、大口
農業者の農業形態に則した各種助成措置を実施します。また多
様な担い手や組合員への定期的な訪問活動により更なる利用率
の向上に努めます。

　黒田庄和牛のブランド化とＰＲに努め、ふ
るさと納税の返礼品や通販サイト、外食から
の受注により、取扱高の拡大に取り組みま
した。また、養鶏事業所と連携して播州百日
どりの商品を組み入れ、正肉や加工品の取
扱増加に努めました。

令和3年度活動内容

　黒田庄和牛や黒田庄和牛を使用した加
工品、また播州百日どりを使用した加工品に
ついて、地域団体等との協力による新商品
の開発やＰＲを行うことで、ブランド化と供給
拡大に取り組みます。

4年度の方針

令和3年度活動内容・4年度事業方針（抜粋）

事業報告

4年度の方針
　住みなれた家・地域で自分らしい暮らしが
継続できるよう保健・医療・福祉・地域と連
携した地域包括ケアに取り組みます。また、
介護の専門職とし
ての資質の向上と
育成に努め、介護
事業を通じて地域
社会に貢献します。

　ＪＡの在宅福祉サービス「ケアネット虹」の
愛称で居宅介護支援、訪問介護、定期巡
回・随時対応型訪問介護看護、小規模多
機能型居宅介護の4事業を展開しました。ま
た、状況を見ながらの不定期開催となりまし
たが「ロコモ予防講座」などを開き、地域の
介護予防や健康づくりにも取り組みました。

令和3年度活動内容

【 高齢者福祉事業 】
【 特産開発事業 】

　水稲では定点圃場や実証圃設置によるデータ収集を行い「栽培
こよみ」策定に活用しました。また、新たな振興作物のニラについ
て、栽培農家への定期巡回、実践圃場での栽培による技術の実
証、規格・等級基準の確立と販売など、今後の安定出荷に向けた基
礎づくりをしました。

令和3年度活動内容

　農業政策の方向性を注視し、多様な担い手支援体制の更なる充
実と、地域コミュニティーの安定を支援する出向く体制の強化を実施
します。また、ＪＡみのりの特産作物を通じた「食育」の普及啓発に取
り組みます。

4年度の方針

令和3年度活動内容
　米麦販売について令和３年産米の集荷実績は、うるち米と山田
錦を合わせて契約対比100.1％とほぼ計画通りとなりました。青果
物販売は、地域の環境や条件に応じた農家支援に取り組みました。
畜産販売は、出荷計画の達成と併せて、高品質の証である神戸
ビーフ率も90％を上回る結果となり、質・量ともに地域ブランドの地
位を維持しています。

4年度の方針
　米麦販売では、播種前契約や複数年契約の締結を進め、需給や販
売価格の安定に取り組みます。青果物販売では、これまでの地域振興
作物に加え、新たな農作物の生産振興を行うことにより、地域農業の
活性化と農業生産の拡大を目指します。

【 販売事業 】

【 購買事業 】

【 指導事業 】
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［財務計画］

事業計画

科目
資産

計画額

信用事業資産

共済事業資産

経済事業資産

雑資産

固定資産

外部出資

前払年金費用

繰延税金資産

資産合計

469,676
20

4,777
594

4,806
27,254

70
190

507,388

科目
負債及び純資産

計画額
信用事業負債

共済事業負債

経済事業負債

設備借入金

雑負債

諸引当金

負債合計

組合員資本

評価・換算差額金

純資産合計

負債及び純資産の合計

471,274
606
3,117
119
650
364

476,131
31,207

50
31,257
507,388

（単位：百万円）
令和5年3月31日現在

［損益計画］
科目 総利益費用収益

信用事業

共済事業

購買事業

販売事業

保管事業

加工事業

利用事業

旅行事業

高齢者福祉事業

特産開発事業

養鶏事業

農業経営事業

その他事業

指導事業

事業総利益

2,904
1,074
422
226
22
0

192
5

133
73
106
4
0

△ 64
5,102

537
79

1,637
23
35
1

445
63
93
278
717
39
0
80

3,442
1,154
2,059
250
57
1

637
69
227
352
824
44
0
15

（単位：百万円）

科目 金額
事業管理費 

事業利益 

　事業外収益

　事業外費用

経常利益 

　特別利益

　特別損失

税引前当期利益 

　法人税・住民税等

　法人税等調整額

法人税等合計 

当期剰余金 

当期首繰越剰余金 

当期未処分剰余金 

4,335
767
472
16

1,224
7
69

1,162
319
-

319
843
397
1,241

令和４年4月1日から
令和5年3月31日まで

※記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

　これまでのJAグループのめざす姿「①持続可能な農業の実現②豊かでくらしやすい地域
共生社会の実現③協同組合としての役割発揮」を引き継ぐとともに「不断の自己改革」に取
り組みます。また、「組合員との対話運動」を基本にJAへの信頼を高め、継続して関係を強化
するとともに、その声をJAの事業・活動への意思反映につなげることで、組合員とともに課題
解決に取り組みます。

　

支
店
再
編
、農
業
関
連
施
設
再
編
に

つ
い
て
具
体
的
に
教
え
て
く
だ
さ
い
。

A
　

Ｊ
Ａ
を
取
り
巻
く
経
営
環
境
が
急
激
に
変

化
す
る
中
で
、Ｊ
Ａ
み
の
り
の
持
続
可
能
な
事

業
運
営
に
向
け
て
施
設
再
編
を
進
め
、経
営

基
盤
の
強
化
を
図
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。そ

の
大
き
な
柱
と
し
て
、三
木
及
び
西
脇
地
区

の
支
店
再
編
と
西
脇
・
多
可
地
区
の
ラ
イ
ス
セ

ン
タ
ー
の
再
編
を
進
め
ま
す
。

　

支
店
再
編
に
あ
た
っ
て
は
、建
物
の
経
過
年

数
や
隣
接
支
店
と
の
距
離
、来
店
者
数
の
３

方
向
か
ら
の
検
討
に
加
え
、人
流
や
支
店
へ
の

ア
ク
セ
ス
環
境
、駐
車
ス
ペ
ー
ス
の
確
保
状
況

等
、様
々
な
面
か
ら
検
討
し
て
き
ま
し
た
。さ

ら
に
、令
和
６
年
度
に
は
Ｊ
Ａ
バ
ン
ク
の
シ
ス

テ
ム
更
新
が
予
定
さ
れ
て
お
り
、こ
の
シ
ス
テ

ム
導
入
に
合
わ
せ
た
新
築
に
よ
る
統
廃
合
を

検
討
し
て
い
ま
す
。

　

ラ
イ
ス
セ
ン
タ
ー
に
つ
い
て
は
、大
半
が
昭

和
50
年
代
に
建
設
し
た
も
の
で
老
朽
化
に

よ
り
多
額
の
維
持
コ
ス
ト
が
掛
か
っ
て
い
ま

す
。再
編
に
あ
た
っ
て
は
最
新
の
調
整
技
術

の
導
入
に
よ
る
品
質
向
上
と
、利
便
性
を
維

持
し
た
効
率
運
営
を
目
指
し
、計
画
的
に
進

め
ま
す
。

　

三
木
地
区
に
つ
い
て
は
、三
木
支
店
、

え
び
す
駅
前
店
、別
所
支
店
を
統
合

し
、新
店
舗
は
三
木
支
店
と
別
所
支
店

の
中
間
で
の
建
設
を
考
え
て
い
ま
す
。

　

西
脇
地
区
に
つ
い
て
は
、西
脇
支
店

と
重
春
支
店
を
統
合
し
、新
店
舗
を

旧
西
脇
経
済
セ
ン
タ
ー
跡
地
に
建
設
し

て
い
き
た
い
と
考
え
ま
す
。

　

西
脇
・
多
可
地
区
の
再
編
後
の
ラ
イ

ス
セ
ン
タ
ー
は
、多
可
町
中
区
に
設
置

す
る
予
定
で
す
。セ
ン
タ
ー
は
1
カ
所

に
集
約
し
ま
す
が
、荷
受
は
従
来
通
り

旧
ラ
イ
ス
セ
ン
タ
ー
で
計
量
し
ま
す
の

で
、利
用
者
さ
ま
の
利
便
性
を
損
な
う

こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　販売と生産のバランス強化のため、
「播州百日どり」「播州赤どり」の販売量
の把握に注力し、計画生産が行える体制
づくりに取り組みました。また、焼き鳥ハウ
スの増設による積極的販売促進などを行
いました。

　地域の代表的な特産品として、ブランド
力の更なる向上と「安全」・「安心」を基本
とした生産・加工・販売に努めます。また、
産地として生産基盤や人材の確保ととも
に、生産技術の継続と継承に積極的に取
り組みます。

4年度の方針令和3年度活動内容

　組合員・利用者により大きな「安心」と「満足」をお届けするた
めに「ひと・いえ・くるまの総合保障」の提供を展開しました。訪問
時には「あんしんチェック活動」を通じ、契約内容と請求漏れが無
いかの確認を行いました。

令和3年度活動内容

　組合員・利用者・地域住民への保障提供、並びにＪＡ共済シェ
ア拡大に向けた着実な活動と地域に必要とされるＪＡ共済を目
指し、切れ目なく寄り添うサポート活動を実現します。

4年度の方針

　農業関連資金について、部門間連携による訪問活動を実践
し資金ニーズに応えることができました。また、トータルアドバイ
ザーによる組合員、利用者志向の相談活動やコンサルティング
アドバイザーによる提案型推進を展開し、利用者満足による取
引深耕、顧客基盤の拡充を図りました。

令和3年度活動内容

　資産運用や相続・年金等の専任担当者による相談活動の
定着化とライフイベントに応じた提案型営業の強化を図ります。
併せて、各支店でも利用者ニーズに応じた推進態勢を構築し、
預かり資産の伸長につなげます。

4年度の方針

　経理業務は、令和3年度決算に適用される収益認識基
準の対応に取り組み、適正な決算・税務手続きに努めまし
た。また、広報活動ではインスタグラムのフォトコンテストや、
ホームページ上で「旅色」や全農の販売サイト「ＪＡタウン」
との連携により、特産品のＰＲに努めました。

令和3年度活動内容
　持続可能な経営基盤の確立・強化に向けた中期経営
計画を策定し、事業の効率化はもとより、新たな取り組み
を積極的に展開し将来にわたる収益力向上を図ります。
資産の管理については、組合員利用者・地域の皆さまに
とって利用しやすく、親しみやすい施設の整備を行うとと
もに、遊休資産の有効活用に取り組みます。

4年度の方針

第８次３カ年中期経営計画（令和４年度から令和６年度）

　食と農を基軸に地域に根ざした協同組合として、JAみのりは農業と暮らしを支え続けるた
めに、マーケットインに基づく販売強化を図り、多様な担い手による地域農業を振興します。
組合員との対話をすすめて参画意識を高め、組織及び経営基盤の確立・強化を図ります。
❶新時代に向けて持続的に発展する農業の確立
❷次世代にも魅力ある協同活動の展開
❸不断の改善・改革による経営基盤強化
❹協同組合運動を推進できる態勢整備（人材の育成）
❺信頼とつながり強化に向けた情報発信

　消費者の信頼はもとより、新たに直面する環境の変化に対してスピード感を持って対応す
るとともに、安全で安心な農畜産物を安定的に供給できる持続可能な農業、地域の特色を最
大限に生かした農業を確立することで、「農業者の所得増大」「農業生産の拡大」「地域の活
性化」に取り組みます。

第７次営農振興計画（令和４年度から令和６年度）

Ⅰ．生産トータル収支改善による農業所得の増大
　農地のほとんどを占める水田を有効に活用することで、農業基盤の強化と農業所得の増大を
図ります。また、農業生産にかかる様々な生産コストの低減と、効率化による生産労力の低減の
両面から、農家のトータル的生産コスト低減に取り組みます。

Ⅱ．地域に根ざした営農活動と持続可能な農業基盤の確立
　持続的に発展する地域農業実現に向けて、ＪＡがその中心的な役割を発揮し地域とともに歩み
続けるよう、地域に寄り添う営農指導活動を展開するとともに、次代を担う新規就農者や集落営
農組織等多様な担い手の育成・支援を継続して行います。

Ⅲ．食と農、地域を支える取組
　新たな価値観や社会変化、消費行動の変化が起きる中、安全・安心な農産物等の提供や食
農活動により次世代組合員や地域消費者へ魅力ある農業を発信していきます。

テーマ 新たな時代へ、地域農業の持続的発展を目指して！

経営基本方針

【 養鶏事業 】

【 信用事業 】

【 管理部門 】

【 共済事業 】

支
店
再
編

農
業
関
連
施
設
再
編

各地区総代からの
主な意見、

質問に対する回答
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